様式７

　　　　　令和　　年　　月　　日

独立行政法人農林漁業信用基金
理事長　牧元　幸司　殿
適合証明書
住所

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「CMSの刷新及びホームページの運用・保守業務」の入札に関し、応札者の条件に適合することを証明するため、適合証明書を提出します。
なお、落札した場合には、仕様書に従い、万全を期して業務を行いますが、万一不測の事態が生じた場合には、独立行政法人農林漁業信用基金の指示の下、全社を挙げて直ちに対応します。
適合証明書
	要求事項
	回答
	資料No.

	本作業の請負先としては、以下の1．～ 11．の条件を全て満たすことが不可欠である。

	1. 
	調達仕様書　8.1 ①～④及び⑧
　上記の要件を満たしていること。
	○or×
	

	2. 
	調達仕様書　8.1 ⑤
過去３か年分の財務諸表を提出し、経営状態が健全であることを証明すること。また、当該財務諸表には、公認会計士若しくは監査法人による監査報告書の写し、又は、民間で使用されている「中小企業の会計に関する指針の適用に関するチェックリスト」（日本税理士会連合会作成）若しくは「中小企業の会計に関する基本要領の適用に関するチェックリスト」（日本税理士会連合会作成）を用いて税理士が確認した結果の写しを添付すること。
	○or×
	

	3. 
	調達仕様書　8.1 ⑥
プライバシーマーク付与認定、JIS Q 27001(国際標準)又は ISO/IEC27001(国際工業標準)のいずれかを取得していること。

（作業場所のある事業所での認証を確認できる資料を添付すること。）
	○or×
	

	4. 
	調達仕様書　8.1 ⑦
過去５年以内に、国の行政機関等(独立行政法人を含む)又は地方公共団体(地方独立行政法人を含む)のウェブサイト調達業務、且つJIS X8341-3:2016に沿ったアクセシビリティ対応業務を受託した実績を有すること。
（実績等を確認できる資料を添付すること。）
	○or×
	

	5. 
	調達仕様書　8.1 ⑧ 

　複数事業者による共同提案の場合、下記の要件を満たすこと。
(ア)
複数の事業者が共同提案する場合、その中から全体の意思決定、運営管理等に責任を持つ共同提案の代表者を定めるとともに、本代表者が本調達に対する入札を行うこと。

(イ)
共同提案を構成する事業者間においては、その結成、運営等について協定を締結し、業務の遂行に当たっては、代表者を中心に、各事業者が協力して行うこと。事業者間の調整事項、トラブル等の発生に際しては、その当事者となる当該事業者間で解決すること。また、解散後の契約不適合責任に関しても協定の内容に含めること。

(ウ)
共同提案を構成する全ての事業者は、本入札への単独提案又は他の共同提案への参加を行っていないこと。

(エ)
共同提案を構成する全ての事業者は、①から⑥の応札条件を満たすこと。
（確認できる資料を添付すること。共同提案でない場合はその旨を回答欄に記載すること。）
	○or×
	

	6. 
	調達仕様書　8.2 入札制限 

情報システムの調達の公平性を確保するため、参加者は、以下に挙げる事業者並びにこの事業者の「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）第８条に規定する親会社及び子会社、同一の親会社を持つ会社並びに委託先事業者等の緊密な利害関係を有する事業者でないこと。

（１）前年度及び今年度の「最高情報セキュリティアドバイザー及び情報化統括責任者補佐官業務」の受注事業者。
（該当しない旨を記載した書類を添付すること。）
	○or×
	

	7. 
	Ⅴ 機器等リスト作成要領
機能等証明書及び技術提案書の作成に当たり、サプライチェーン・リスクに十分配慮すること。なお、提案候補となる機器等リストについては別途定める「Ⅴ 機器等リスト作成要領」に基づいて提出期限までに信用基金へ提出し、内閣サイバーセキュリティセンター等の助言においてサプライチェーン・リスクに係る懸念が払拭されないと判断された場合には、入札に参加することはできないものとする。また、機器等リストの提出後、契約締結前又は契約期間中に機器等の変更等を行う必要が生じた場合は、信用基金の承認を得た上で、機器等リストを変更等の内容を明示して提出すること。
	○or×
	

	8. 
	調達仕様書　5.3 作業要員に求める資格等の要件
受注者は、作業に先立ち作業を直接管理する遂行責任者を1名配置し、本役務を履行できる体制を設け、基金の承諾を得ること。なお、体制は以下の条件を全て満たすこと。資格や認証については、保有者等と同等の能力を有することの証明によることも認める。
（１） 遂行責任者は下記の要件を満たすこと。

遂行責任者はホームページ調達業務を主担当者として実施した3件以上の経験を有していること。また、遂行責任者は(ア)から(ウ)のいずれかであること。

(ア)　情報処理の促進に関する法律に基づき実施される経済産業省情報処理技術者試験のうちプロジェクトマネージャ試験の合格者

(イ)　プロジェクトマネジメント協会(PMI)が認定するプロジェクトマネジメントプロフェッショナル（PMP) の資格を有している者

(ウ)　「ITスキル標準V3 2011」（平成24年3月26日独立行政法人情報処理推進機構）における「プロジェクトマネジメント」のいずれかの専門分野で達成度指標及びスキル熟達度ともにレベル４以上に相当する知識・経験を有する者
（２）構築・導入チームは下記の要件を満たすこと。

構築･導入チームの作業主担当者としてコンテンツ制作を行う者は、最新のHTMLコーディング技術及びウェブアクセシビリティ対応等の知見や技術を有すること。また、当該技術を用いたことを、過去の制作実績等で示すこと。

なお、構築・導入チームの担当者の少なくとも1名は、Webクリエイター能力認定試験、ウェブデザイン技能検定の合格者、人間中心設計専門家の資格保有者であることが望ましい。

（３）運用保守チームは下記の要件を満たすこと。

運用保守チームの作業主担当者はWebサイトの構築及び運用･保守に関する十分な知見と技術を有すること。また、当該技術を用いたことを、過去の制作実績等で示すこと。

また、情報セキュリティ関連の設定等作業担当者または遂行責任者は、以下の(ア)から(エ)のいずれかであること。

(ア)　情報処理の促進に関する法律に基づき実施される経済産業省情報処理技術者試験のうち情報処理安全確保支援士、情報セキュリティスペシャリストもしくはテクニカルエンジニア（情報セキュリティ）の合格者

(イ)　情報セキュリティプロフェッショナル認定資格（CISSP）の資格を有する者

(ウ)　「ITスキル標準V3 2011」（平成24年3月26日独立行政法人情報処理推進機構）における「ITスペシャリスト」の「セキュリティ」の専門分野で達成度指標及びスキル熟達度ともにレベル4以上に相当する知識・経験を有し、セキュリティ関連の資格を保有する者

(エ)　これまでの経験・実績等により、上記(ア)から(ウ)と同等の能力を持つことが証明できる者
（実績、資格等を確認できる資料を添付すること。実績は（契約書の案件名、契約期間、契約当事者名を確認できる部分の写し等）を添付すること。）
	
	

	9. 
	調達仕様書及び要件定義書等の附属文書の記載内容全てを理解し、全ての要求項目を満たすことを記載していること。ただし、作業過程での基金の承認を得た変更箇所や本業務で発生しなかった作業を除く前提とする。
（全ての資料を理解し、要求項目を全て満たすことを簡潔に記載した資料を添付すること。ただし、作業過程での基金の承認を得た変更箇所や本業務で発生しなかった作業を除く前提としてよい。資格、実績等については対象の項番を明記し、証明資料を添付すること。なお、他の項番で記載、添付のものを本項番に重複して記載、添付する必要はない。該当箇所が明確で、網羅性があれば、ある程度包括的な記載でよいが、どの項番と重複しているか分かるように明示すること。）
	○or×
	

	10. 
	調達仕様書、要件定義書で準拠する以下の資料を主要な作業従事者が一読し、理解していること。
①標準ガイドライン群
②統一基準群
③高度サイバー攻撃対処のためのリスク評価等のガイドライン及び同附属書
（作業従事者遂行責任者、品質管理責任者、設計開発リーダは①～③、情報セキュリティ担当者は②～③を閲読し、理解していることを記載した資料を添付すること。）

	○or×
	

	11. 
	ＩＳＭＡＰ等クラウドサービスリストへの登録状況
　提案するCMSの基盤となるクラウドサービスは、ＩＳＭＡＰ等クラウドサービスリストに登録されているクラウドサービスであること。
	○or×
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